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4. 	 5年以上経過を観察した小児気管支端息症例
について
九段坂病院小児科中山喜弘
島貫金男
下志津病院小児科三之官愛雄
小児気管支瑞息で5年以上経過を観察し得た 31
例について，臨床症状の推移を検討し次の結果を得
?こ。
1. 	 全治叉はほぼ治癒例は 13例 (42%)，軽快9例
(29%)，不変9例 (29%)であった。 
2. 	 臨床症状の推移と年令との関係をみると思春期
以上に治癒叉はほぼ治癒する例が多かった。 
3. 	 臨床症状の推移と遺伝関係，及びアレルギ、ー性
皮膚疾患既往との関係を検討したが，これらの
聞にとくに関係を見出すことは出来なかった。 
4. 	 臨床症状の推移と治療との関係をみると，減感
作群と対症療法群との聞にとくに差を見出し得
ませんでした。 
4番に対する質問 吉田亮(千葉大〉 
① 	性別による経過の差の有無について
②減感作療法の全治が 64.3%，対症療法群が76，5
%で， 大差ありませんが， 減感作療法へ導入す
るための診断基準をお知らせ願いたし1。というの
は，皮内反応のみによって適応を決めたものと，
更に P-K反応，誘発試験その他の諸検査によっ
て適応を決めた群とでは，減感作療法の効果lζ差
があると考えますが，如何でしょうか。 
4番の質問への回答 九段坂病院中山喜弘
1) 男，女別の遠隔成績については症例数がまだ少
いので分けてありません。 
2) 	 減感作療法の適応については 
① 	既往歴にはっきり家墨過敏症であることが伺
い知ることができるとき 
② 	皮膚反応で強く陽性を示すとき 
③ PK 反応
などを参考として実施しました。近時皮膚反応によ
る抗原検索ならびに減感作療法が普及してまいり
ましたが，只単に皮膚反応陽性だからと軽々しく減
感作療法を開始すべきでないと私は考えておりま
す。
尚，本研究の結果では，遺伝関係があっても，な
い例でも遠隔成績からいえば同じであったことと，
減感作療法を行った例も行わなかった例も遠隔成績
は同じだったことですが，これについては減感作療
法が意味がないということではなく，減感作療法期
間中は経過がよくても中止してから再発例があるの
で，減感作療法は出来るだけ長期間， 3ヶ年間位は
行うべきであると考えております。 
5. 	 乳幼児下痢症に対するピオスミン(乳酸菌製

剤〉の使用成績

中島春美，刈 雪華(佼成病院)
腸管内に定着性の優秀と思われるピフィズス菌製 
剤ビオスミン (Bac.bifidus IV及 Streptococcus 
faecalis含有〉を乳幼児下痢症32例K使用した。 
患児の食餌は， 混合栄養52%で最多， 原因では
感冒 76%で最多，食餌性 15%で最少， ビオスミン
服用開始時の患児の病日は 5日以内が最も多く， 66 
%であった。治療経過を乳児 0"， 3ヵ月， 3 6ヵ"， 
月， 6"， 12カ月，幼児 1"， 2年， 2"， 6年の 5群に
分けて観察した。
全例を通じ治療効果を判定するに，効果規準を，
得・
ピオスミン使用後2，. 3日以内にて，ll:痢したもの
(朴)， 4"， 6日以内氏て止痢叉は 2"， 3日で糞便性
状改善(-1+)， 同じく 6"， 9日にて止痢叉は 4 6"， 
日6 9日にて止痢叉は12，.8日にて改善(十)， "， 
にて改善(土)，無効(一)，悪化にで見たところ，
(掛) 7例 22%， (十十) 8例 25%，(+) 9例 28%，
(土) 5例 16%，(ー ) 3例， 9%悪化01乙て， (廿ト)
'" (+)合計は 24例， 75%であった。
耐性菌の問題，交代菌現象の問題等云々される今
日，	 ビオスミンは一応推奨に足る薬剤と思われる。 
6. 	 当科の乳児健診に於ける 2，3の調査成績
日赤大森病院小児科久保田真一郎
鳥羽剛
昭和 39年 10月初旬より 11月上旬の計四回に亘
る健診の受診母児約950組の中から，計6回337例
全員より月別の栄養法利用率その他の調査アンケー
トに回答を得，一方 950名中より，生後6ヵ月迄，
母乳，混合，人工のいずれか単独で晴育された乳児 
150例を得て，体重増加状況を比較検討した。
その結果，①母乳栄養児は 5，6年前より一層減
少して居る。 ②母親の回答で見ると，母乳を利用
しない理由の 80%以上が， 母乳の分泌低下， 或は
停止にあった。 ③我々の調査対象となった乳児の 
60，._;80%以上は， 生後3"， 6ヵ月の体重が， 昭和 
36年厚生省発表乳幼児身体発育値の平均値を凌い
